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Abstract: This research aims to understand the awareness of disaster measures and disaster care‑giving
education in facilities for the aged. Anonymous written questionnaires were given to 480 professional caregivers
in 96 special nursing homes for the aged in A prefecture. Completed surveys were received from 263 individuals
and the following points were determined:
1. 36.5% of those surveyed had disaster related experience, and many indicated earthquakes as one type of
disaster they have experienced.
2. 91.6% of the institutions were conducting two or more emergency drills per year. These included
“evacuation drills,” “drills for various disasters,” “fire extinguishing drills,” “communication drills,”
“emergency food preparation drills” and “first aid drills,” with 97.3% answering that the drills can be
utilized effectively. Furthermore, disaster prevention manuals were provided in 91.3% of facilities. However,
14.6% did not read them.
3. Grasping the situation for disaster prevention organization and related equipment, the name recognition
of “the connection organization at the time of disaster generating” and an “evacuation route” was high,
and any significant difference by care work experience was not seen.
4. As to feelings about a disaster or disaster prevention, it was mostly raised in the order of “uneasiness,”
the “necessity for training and daily preparation,” and “improvement in awareness of disaster prevention.”
5. 79.1% of caregivers acknowledged the need for better disaster care‑giving education of care worker
training facilities. 73.8% of caregivers acknowledged the need for disaster care‑giving courses in facilities
for the aged, but 27.8% had already taken a course for disaster preparation.















































































































































































その他 防災教育マニュアルの検討 1（100.0） 1（0.2）
総件数 455（100.0）
回答者数：252 名
表１　防災訓練の内容（⾃由記述）
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図１　被災時の勤務状況　n＝96
防災体制・設備の把握状況では、「災害発生時
の連絡体制」96.2%、「避難経路」93.2%、「消火器
の位置」60.1%、「災害備蓄品の場所」51.7%が
「分かる」と回答していた。また、防災体制・設
備の把握状況について介護職歴（０−３年、４−
９年、10年以上）で有意な差は見られなかった。
（図３）
４）災害時における介護者の役割の認識
「災害時における介護者の役割の認識」（⾃由
記述）については、総件数351件（有効回答率
85.2%）であった。内容としては「利用者の避
難・誘導」が最も多く100件（28.5%）であった。
次いで「利用者の安全の確保」84件（23.9%）「利
用者の不安の軽減・精神面のケア」50件（14.3%）
の順であった。（表２）
「災害発生時に⾃分の役割を果たす⾃信がある
か」については、「分からない」164名（62.4%）、
「⾃信がある」59名（22.4%）、「⾃信がない」32名
（12.2%）の順であった。
５）災害発生時に不安に思うこと
「災害発生時に一番不安に思うこと」（⾃由記
述）については、「夜間の場合」総件数301件（有
効回答率57.0%）、「⽇中の場合」総件数225件（有
効回答率74.5%）の記述があった。内容としては、
「夜間の場合」では「避難・誘導」103件（34.2%）、
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回答者数：224 名
内容 件数（%）
利用者の避難・誘導
利用者の安全の確保
利用者の不安の軽減・精神面のケア
利用者の生命を守る
冷静な判断・対処
状況把握（利用者の状況・安否確認）
連絡・通報
介護者自身・同僚の安全の確保
分からない
連携
二次災害の予防
災害の知識・防災意識
初期消火
災害状況の把握
指導
その他
総件数
100（28.5）
84（23.9）
50（14.3）
28（8.0）
17（4.8）
16（4.6）
8（2.3）
7（2.0）
7（2.0）
6（1.7）
5（1.4）
4（1.1）
4（1.1）
3（0.9）
1（0.3）
11（3.1）
351（100.0）
表２　災害時における介護者の役割の認識（⾃由記述）
図２　防災訓練の活用度　ｎ＝263
図３　防災体制・設備の把握状況
「⼈員不足」67件（22.3%）、「冷静な判断・対処」
39件（13.0%）の順に多く、「⽇中の場合」では
「冷静な判断・対処」40件（17.8%）、「避難・誘
導」39件（17.3%）、「連携・応援」26件（11.6%）
の順に多かった。（図４）
高齢者施設における災害対策の実態と災害介護教育に関する意識
−15−
内容 具体的内容 件数（％）
不安 ・訓練はしていても実際の場面でどのように動けるか不安・いざというとき冷静
な判断ができるのか分からない・利用者や職員がパニックにならないような対応
ができるか不安
45（29.6）
訓練・日頃の備えの必要性 ・災害はいつどこでと予測できないため、日頃の訓練の大切さを感じている・常
に頭の中に災害に備えたシュミレーションを描いておくことが重要
41（27.0）
防災意識の向上 ・実感がないことから危機感が非常に薄いと思うため、職員個々の意識が重要・災
害や防災に関し、日頃感じることも考えることもあまりないことが一番問題だと
思う
17（11.2）
避難経路・連絡体制等の確認 ・年２回の防災訓練時のみでなく、定期的に連絡体制や設備の点検、避難経路等の
確認を行うべき
13（8.6）
地域の連携・協力 ・災害時は地域住民の協力も不可欠である・普段から地域の方々の理解を得てお
くことが大切
11（7.2）
研修の必要性 ・研修で再度、意識を高め現場での安全やスタッフ間の連携にもつながるのでは 8（5.3）
優先順位 ・利用者を助けるときの優先順位について分からない・自力で避難できる方はほ
とんどいなく、自分の命を投じてまで避難させなくてはいけないものかと思う
6（3.9）
マニュアルの必要性 ・マニュアルがなくその場になったらパニックになると思う・マニュアルを確立
し全職員に徹底する必要があると思う
3（1.9）
要望 ・スプリンクラーは必要だと思う・人の命を預かっているということを第一にお
き、若い人達にどんどん取り組んでもらいたい
3（1.9）
停電時の対応 ・暖房や照明、ボイラーなど停電時の動きを考えておく必要がある・停電時の吸
引について
2（1.3）
今後に向けての取り組み ・避難所生活を送る要介護者等にボランティアで助けてあげられたらと考える 1（0.7）
疑問 ・大災害をニュース等で見ると、高齢者施設でどのような対応をしているのか気
になる。寝たきりの人の避難場所での生活はどういうものなのか
1（0.7）
その他 ・災害がないことを祈っている 1（0.7）
総件数 152（100.0）
回答者数：117 名
と思う・救命講習を定期的に受けたい
表３　災害や防災に関して感じていること （⾃由記述）
図４　災害発生時に一番不安に思うこと（⾃由記述）
６）災害や防災に関して感じていること
災害や防災に関して感じていること（⾃由記
述）については、総件数152件（有効回答率
44.5%）の記述があった。内容としては、「不安」
が45件（29.6%）と最も多く、次いで「訓練・⽇
頃の備えの必要性」41件（27.0%）、「防災意識
の向上」17件（11.2%）、「避難経路・連絡体制等
の確認」13件（8.6%）の順であった。（表３）
２．災害介護教育に関する意識について
養成施設における災害介護教育の必要性の有無
については、「必要だと思う」208名（79.1%）、
「分からない」49名（18.6%）、「必要だと思わな
い」４名（1.5%）であった。
施設における災害介護研修の必要性の有無につ
いては、「必要だと思う」194名（73.8%）、「分か
らない」59名（22.4%）、「必要だと思わない」3名
（1.1%）であり、災害介護研修を「受講したこと
がある」と回答した⼈は、73名（27.8%）、「受講
したことがない」と回答した⼈は185名（70.3%）
であった。
Ⅳ．考察
１．災害対策の実態について
１）被災経験について
災害の種類で件数が最も多かった「地震」は、
平成20年の岩⼿・宮城内陸地震と昭和58年の⽇本
海中部地震で７割近くを占めていた。岩⼿・宮城
内陸地震ではＡ県においても激甚災害（局激）に
指定された地域があったと報告されている２）ほ
か、⽇本海中部地震はA県災害史上最も⼤きな被
害をもたらしている。３）ここ数年で起きた災害は
記憶に新しいものと考えられ、被災経験が「有」
と回答した⼈の平均年齢からも、⽇本海中部地震
を経験した⼈が多く被災時の記憶が残っているこ
とが推察される。
被災時における勤務中の対応としては「利用者
への対応」が半数以上を占め、利用者の安全確保
を優先的に考えていることが分かった。一方で6
名（12.8%）が「何もできなかった」と回答して
いた。介護職員も被災者の一⼈であり、災害時に
は状況を把握し冷静に判断して⾏動することは容
易ではないことが伺える。勤務外の対応では「避
難」「出勤し利用者対応」が上位を占めていた。
被害状況によっては勤務中の介護職員では対応し
きれないことも考えられるため、⽇頃から非常時
の応援体制を決めておくことが重要である。
２）防災訓練の実施状況
241名（91.6%）の施設においては、法令を遵守
し年２回以上の定期的な訓練を実施していると考
えられる。しかし、実施回数が規定を下回った21
名（8.0%）の施設については、職員の防災意識の
向上とともに施設全体の取り組みとして、法令を
遵守した定期的な訓練の実施が望まれる。防災訓
練の内容については、第１報４）と同様の傾向が
見られたが、新たに「非常食調理訓練」があげら
れた。災害備蓄品として非常食は必需品であり、
実際にライフラインが停⽌した想定で調理をする
ことで被災時の状況をより実感として捉えられる
ことからも効果的な訓練であると⾔える。「災害
種類別防災訓練」については、想定した災害の種
類に応じて通報・消火・避難訓練等を組み合せて
実施されていた。災害の種類としては火災が最も
多かったが、火災以外にも様々な災害を想定した
訓練が実施されており、画一的な訓練にならない
よう⼯夫されている。村井ら５）によると、９割
以上の特別養護⽼⼈ホームにて夜間を想定した訓
練が実施されていることが明らかになっている。
さらに夜間においては職員一⼈当たりの介助⼈数
の多さについて指摘している報告もみられる。６）
７）今回の調査では、夜間を想定した訓練につい
ては118名（44.9％）のみの記載であった（⾃由
記述）が、夜間は少⼈数での迅速な対応が求めら
れることから、訓練の実施に当たっては時間帯に
ついても考慮していくとともに、避難方法及び職
員の配置についても具体的に事前に決定しておく
ことが重要であると考える。
防災マニュアルについては６名（2.3%）が
「無」と回答しており、整備されていない施設が
あることが分かった。⽼⼈福祉法８）において、
非常災害に際しては必要な具体的計画を策定し、
関係機関への通報及び連絡体制の整備等その対策
の万全を期さなければならないとされていること
からも、災害発生時の体制や役割分担を明確にし
た防災マニュアルを作成しておくことは必須であ
る。また14.6%が防災マニュアルを読んだことが
ないと回答していた。災害時は場面場面で適切な
判断を求められるため、職員一⼈ひとりが防災マ
ニュアルを熟知した上で⾃分の役割を把握し、⽇
頃から災害時にとるべき⾏動を理解しておく必要
がある。
３）防災体制・設備の把握状況
災害時においては、迅速かつ的確な通報・連絡
が重要であるほか、利用者の生命確保の上でも安
全な場所への避難が求められる。「災害発生時の
連絡体制」及び「避難経路」についての認知度が
高いことから、定期的な訓練を通し確認できてい
るのではないかと考えられる。「消火器の位置」
に関しては消火訓練等を通して一部は分かってい
るが、施設内にある全ての消火器の把握までには
⾄っていないことが分かった。火災時には初期消
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火が重要であり、普段から意識して確認できるよ
う設置場所の表⽰についての⼯夫が必要とされる。
また、消火訓練では訓練に慣れたベテラン職員が
毎回消火器を取り扱うことのないよう、訓練の実
施に当たっては、役割分担をその都度再編し、全
ての職員が経験できるよう調整していくことが重
要である。
防災体制・設備の把握状況については、介護職
歴が長くなるにつれ認知度が高くなるのではない
かと考えたが、職歴による有意な差は見られなか
ったことから、職歴の長さに関わらず防災体制・
設備への意識は高いものと推察される。
４）災害時の介護者の役割の認識と災害発生時の
不安
神ら９）は、特養において非常時に介助が必要
となる⼊所者は全体の約９割を占め、避難対策に
当たっては全⼊所者に介助が必要であるという認
識が必要としている。高齢者施設においては要介
護度の程度により⾃⼒避難が困難な⼊所者が多い
ことから、介護者の役割として「利用者の避難・
誘導」「利用者の安全の確保」が多くあげられた。
こういった役割の認識から、夜間は職員が少なく
被害の拡⼤が危惧されるため、夜間に不安に思う
こととして「避難・誘導」「⼈員不足」が上位を
占めたものと推察される。また夜間という状況下
においては「停電・暗闇」により介助に影響を及
ぼすことも不安材料になると⾔える。
⽇中に不安に思うこととしては、「冷静な判
断・対処」「避難・誘導」の順に多かったが、「⼈
員不足」「連携・応援」「パニック」「指⽰・命令
系統」への不安もあげられた。夜間に比し職員数
が多いが故に、情報伝達に混乱を来す場合も考え
られるため、⽇勤帯・夜勤帯別に協⼒体制を明確
化し、職員一⼈ひとりが的確な判断のもとで⾏動
できるようにしておく必要がある。
その他、「⾃分⾃身・家族の安全確保」「避難の
優先順位」についての不安などがあげられた。阪
神・淡路⼤震災等の教訓として「⾃助・共助・公
助」があげられている。介護者⾃身も被災者の一
⼈であり、⾃⼰の安全を確保した上で他者の支援
に当たっていくことが求められる。また、避難に
当たっては、認知症や要介護度が高くなるにつれ
て理解⼒の低下や移動に制限がみられるため、防
災知識や⾏動判断に影響が及ぶものと推察される。
鈴木10）は身体に障害がある高齢者と認知症の症
状がある高齢者に対し、安全かつ迅速な避難介助
を実施するために「災害時個別避難リスク・スコ
アシート」を開発している。平ら11）が述べてい
るように、理解⼒がある利用者へは事前学習やよ
り多くの訓練を通して避難誘導の効率化を図るこ
とが可能であると考えられるが、理解⼒が低下し
ている認知症高齢者や移動に制限がみられる高齢
者の避難・誘導については、避難介助方法と避難
時のリスクを定期的に検討しておく必要があると
⾔える。
５）災害や防災に関して感じていること
災害や防災に関して感じている内容として上位
を占めていたのは「不安」「訓練・⽇頃の備えの
必要性」「防災意識の向上」であった。平ら12）に
よる介護職員への避難誘導に対する意識調査にお
いても、職員は⼊所者の状態に関する不安より職
員⾃身の状態や施設の問題点に不安を感じている
ことが明らかになっている。また、消防法令で設
置される避難器具に関しては、高齢で心身の能⼒
が低下している⼊所者にとってその使用は困難で
あり、避難場所の状況把握についても懸念される。
これらから災害時の避難⾏動は職員の介助能⼒に
⼤きく影響されるものと考えられ、職員⾃身も⾃
分の状態や⾏動への不安を抱いているのではない
かと推察される。不安の軽減を図る上でも「訓
練・⽇頃の備え」や「防災意識の向上」の必要性
を感じていたものと考える。
次いで「避難経路・連絡体制等の確認」「地域
の連携・協⼒」「研修の必要性」の順にあげられ
ていた。災害発生時においては速やかな対応を⾏
う上でも効率的な避難と協⼒体制の整備は必須で
あると⾔える。安全な避難には周辺の地域住⺠の
協⼒や理解は不可欠であり、⽇頃から地域との交
流を通し施設の理解を深めてもらうとともに、地
域住⺠参加型の防災訓練を実施し円滑な支援体制
を確立していくことが求められる。さらに災害時
に必要とされる対応を施設職員が一体となって⾏
うためにも、災害に対する基礎知識や災害時の役
割等を学び共有する機会は重要であり、計画的な
職員研修の実施が必要であると考える。災害時の
緊急連絡においては、固定電話や携帯電話がつな
がりにくくなる恐れがあるがメールは比較的送受
信が可能であることから、携帯電話メールを使用
した連絡体制の整備が望ましいのではないかと考
える。また、多機能の携帯電話が普及している現
状では、被災情報の収集、災害用伝⾔ダイヤルを
用いた安否確認等にも携帯電話を活用できるので
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はないかと考える。
また、少数ではあるが「マニュアルの必要性」
についてもあげられていた。社会福祉施設等につ
いては、消防法施⾏規則に規定する消防計画だけ
でなく、⾵水害や地震等の災害に対処するための
計画を立てることになっており、災害の種類別の
対応が必要である。また、経時的に段階を分けた
り、感染症や疾病等において配慮が必要とされる
⼊所者への対応についても明⽂化されたマニュア
ルの作成が求められる。
２．災害介護教育に関する意識について
２割近くの介護職員が「分からない」と回答し
ていたが、８割が養成施設における災害介護教育
の必要性を認識していたことから、災害介護教育
への意識は高いものと考えられる。災害介護学が
体系化されていない現状において、学習経験を有
する者は少ないが、その必要性を感じている者は
多い。
施設における災害介護研修については約７割以
上の介護職員がその必要性を認識していたが、実
際に災害に備えた研修を受講していたのは３割に
満たなかった。災害時においてこれまで介護職が
何を⾏ってきたのか、また災害活動のプロセスに
おいてどのような問題に遭遇し、それらをどのよ
うに解決してきたのか等についての報告は、公の
場においてあまりなされてきていない。その結果
として、体験を共有し次なる災害時の活動につな
げていくことがなされなかったのではないかと考
えられる。災害や防災に関して感じていることと
して5.3%の介護職員が「研修の必要性」をあげて
いることや、第１報13）において管理者も防災対
策の課題として研修体制の整備をあげていること
から、災害介護に関する研修等の企画・実施の必
要性は高いと考える。災害介護の確立や発展には、
災害現場における活動の実践報告を基盤とするこ
とが重要である。これらの研修等を通して介護職
員同士が災害介護に関する知識や技術を共有し災
害介護を身近な問題として捉え、防災意識の向上
につなげていくことができるのではないかと考え
る。
今後、施設の防災体制の整備とともに、災害介
護研修の機会を設け、災害時の介護についての知
識・技術の習得を図り、防災意識の向上に努めて
いくことと介護福祉教育の中に災害介護を位置づ
けていく必要性が⽰唆された。
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